別記第１号様式（第３関係）
　　第　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

岐阜県知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
森林資源量調査効率化事業実施計画書
事
　森林資源量調査効率化事業実施要領第３の規定に基づき、下記のとおり提出します。
記
（１）実施計画
	事業区分
	①委託　　・　　②レンタル

	事業内容（ICT等の活用）
	

	調査地
	

	調査対象森林に対する権限
	①自己所有　・　②信託、委託契約等に基づき管理

	クレジット認証予定面積
	ha

	調査対象面積
	ha

	事業実施期間
	年　　月　　から　　　年　　月まで

	クレジット認証取得状況
	①プロジェクト登録申請予定　・　②プロジェクト登録申請済み
（申請予定時期：　年　月）　　　　　　（申請時期：　年　月）

	資金計画
	事業費（円）
A＋B
	補助対象経費（円）
	負担区分（円）

	
	
	
	補助金
A
	自己負担
B

	
	
	
	
	


　注１：「事業区分」と「調査対象森林に対する権限」欄は、該当するものに○印を記入願います。
　注２：「クレジット認証取得状況」欄は、該当するものに○印を記入し、（　）内に申請(予定)時期を記入してください。
注３：「事業費」欄は、税込み金額をご記入ください。
注４：「補助対象経費」欄は、税抜き金額をご記入ください。
　注５：「補助金」欄は、補助対象経費（税抜き）の1/2以内の金額をご記入ください。
（２）添付書類
　・調査予定地の位置図（縮尺1／10,000以上）（クレジット認証予定範囲及び調査範囲を図示すること）
　・事業費の根拠となる見積書等

別記第２号様式（第６関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事
　　　　年度　岐阜県森林・林業対策事業補助金の交付決定について（通知）
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった　　　　年度岐阜県森林・林業対策事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和57年2月23日岐阜県規則第8号）第５条第１項の規定により下記のとおり交付することに決定したので、規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった　　　　年度岐阜県森林・林業対策事業補助金（森林資源量調査効率化事業）とし、その内容は申請書に記載されているとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費又は補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業に要する経費及び補助金の額の区分は、申請書に記載されているとおりとする。
４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、デジタル田園都市国家構想交付金制度要綱（令和5年1月25日府地創第414号他）、岐阜県補助金等交付規則（昭和57年2月23日岐阜県規則第8号）、岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成18年4月1日付け林第7号林政部長通知）及びその他関係通知に従わなければならない。
５　補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）補助事業者は、補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（２）補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
（３）補助事業者は、補助事業完了後、当該年度の３月１０日までに実績報告書を知事に提出しなければならない。期限までに実績報告書が提出できない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
（４）補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を補助事業完了の翌年度から起算して５年間整理保管しなければならない。
（５）補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入れに
係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額（以下「消費税等相当額」という。）のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した補助事業者については、次の条件に従わなければならない。
ア　補助事業者は、実績報告（規則第１３条の規定による報告をいう。以下同じ。）を行うに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
イ　補助事業者は、実績報告書の提出後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記アにより減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
ウ　イによる報告は、県要綱第１０号様式及び県要綱第１１号様式により、実績報告書を提出した翌年度の６月１５日までに行うものとする。
６　知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
別記第３号様式（第７関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　岐阜県知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
軽　　微　　変　　更　　届
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた　　　　年度岐阜県森林・林業対策事業補助金を下記のとおり変更したので、報告します。

記

	事業名
	森林資源量調査効率化事業

	調査地
	

	変更内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更理由
	

	備考
	


(注)事業変更計画書、変更内容に該当する参考資料を添付してください。
別記第４号様式（第９関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事
　　　　年度　岐阜県森林・林業対策事業補助金の額の確定について（通知）
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定した　　　　年度岐阜県森林・林業対策事業補助金については、岐阜県補助金等交付規則（昭和57年2月23日岐阜県規則第8号）第１４条の規定により下記のとおり交付額を確定したので通知します。
記
１　事　 業　 名　　森林資源量調査効率化事業
２　確定補助金額　　　　　　　　　　　　　　円
別記第５号様式（第７及び第１０関係）
森林資源量調査効率化事業　事業（変更）計画書（実績書）
事
（１）実施計画
	事業目的
	

	事業区分
	①委託　　・　　②レンタル

	事業内容（ICT等の活用）
	

	調査地
	

	調査対象森林に対する権限
	①自己所有 ・ ②信託、委託契約等に基づき管理

	クレジット認証予定面積
	ha

	調査対象面積
	ha

	事業実施期間
	年　　月　　から　　　年　　月まで

	クレジット認証取得状況
	①プロジェクト登録申請予定　・　②プロジェクト登録申請済み
（申請予定時期：　年　月）　　　　　　（申請時期：　年　月）

	資金計画
	事業費（円）
A＋B
	補助対象経費（円）
	負担区分（円）

	
	
	
	補助金
A
	自己負担
B

	
	
	
	
	


　注１：「事業区分」と「調査対象森林に対する権限」欄は、該当するものに○印を記入願います。
　注２：「クレジット認証取得状況」欄は、該当するものに○印を記入し、（　）内に申請(予定)時期を記入してください。
注３：「事業費」欄は、税込み金額をご記入ください。
注４：「補助対象経費」欄は、税抜き金額をご記入ください。
　注５：「補助金」欄は、補助対象経費（税抜き）の1/2以内の金額をご記入ください。
注６：(事業変更計画書）変更箇所については、変更前を（ ）書きとし、下段に変更後を記載の上、変更内容に該当する参考資料を添付してください。
別記第６号様式（第１０関係）

森林資源量調査効率化事業　収支予算（決算）書

１　収入の部

	区　分
	予算額（決算額）
	備考

	補助金
	円
	

	自己負担
	円
	

	計
	円
	


２　支出の部
	区　分
	予算額（決算額）
	備考

	
	円
	

	計
	円
	


　注１：「備考」欄に積算内訳を記入願います。
注２：（支出の部）「区分」欄は、外部委託費又はレンタル費のいずれかを記入願います。
注３：（収支決算書）支払明細を添付願います。

別記第７号様式（第１１関係）

　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

所 在 地
事業体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

補助金交付決定前着手届

　　　　　年度　森林資源量調査効率化事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、別記誓約条項を付して、下記のとおり提出します。

記

	着手予定年月日
	　　年　　月　　日

	完了予定年月日
	　　年　　月　　日

	補助金交付決定前着手の理由
	


誓約条件

　１　補助金交付決定を受けるまでの期間に、天災、地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、補助事業者が負担する。

　２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議がない。

　３　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画の重要変更は行わない。
別記第８号様式（第１２関係）

　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

所 在 地
事業体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

クレジット認証取得状況報告書
森林資源量調査効率化事業実施要領第１２の規定に基づき、下記のとおり提出します。
記
	事業実施年度
	年度

	額の確定通知の文書番号
	第　　　号

	クレジット認証取得状況
	①プロジェクト登録申請予定　・　②プロジェクト登録申請済み

（申請予定時期：　年　月）　　　　　　（申請時期：　年　月）

	クレジット認証予定面積
	ha

	備考
	


注：「クレジット認証取得状況」欄は、該当するものに○印を記入し、（　）内に申請(予定)時期を記入してください。なお、登録申請済みの場合は、申請の事実が確認できる書類を添付してください。
県要綱第１号様式（第４条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
　　年度森林・林業対策事業補助金交付申請書
  下記のとおり標記補助金の交付を受けたいので、岐阜県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
                                        記
１  事  業  名
２  交付申請額                        円
３  添付書類
（注１）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。  
（注２）森林整備事業（事業完了後に交付申請をするものに限る。）にあっては、交付申請額の項への金額の記載を要しない。
県要綱第３号様式（第５条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                                                変更
                        年度森林・林業対策事業  中止  承認申請書
                                                廃止
      年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定のあった標記事業の施行につい
                    変更
ては、下記のとおり  中止  したいので、岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱第５条
                    廃止
の規定により、関係書類を添えて申請します。
                                        記
１  事業名
２  実施地区名
３  変更（中止・廃止）の理由
４  添付書類
（注）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
      また、添付書類については、変更前の内容を（　）書きとすること。

県要綱第６号様式（第８条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
           　　              年度森林・林業対策事業実績報告書
      年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金について、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。
                                        記
１  事  業  名
２  事業実績額                        円
３  添付書類
（注）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
県要綱第１号様式（第４条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
　　年度森林・林業対策事業補助金交付申請書
  下記のとおり標記補助金の交付を受けたいので、岐阜県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
                                        記
１  事  業  名
２  交付申請額                        円
３  添付書類
（注１）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。  
（注２）森林整備事業（事業完了後に交付申請をするものに限る。）にあっては、交付申請額の項への金額の記載を要しない。
県要綱第３号様式（第５条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                                                変更
                        年度森林・林業対策事業  中止  承認申請書
                                                廃止
      年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定のあった標記事業の施行につい
                    変更
ては、下記のとおり  中止  したいので、岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱第５条
                    廃止
の規定により、関係書類を添えて申請します。
                                        記
１  事業名
２  実施地区名
３  変更（中止・廃止）の理由
４  添付書類
（注）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
      また、添付書類については、変更前の内容を（　）書きとすること。

県要綱第６号様式（第８条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
           　　              年度森林・林業対策事業実績報告書
      年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金について、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。
                                        記
１  事  業  名
２  事業実績額                        円
３  添付書類
（注）添付書類は、補助金の種類ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
県要綱第１０号様式（第８条関係）   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                      　　　　 年度　　　　　　　　　補助金に係る消費税等仕入控除税額集計表                                                                                                                               　                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         補助事業者名：
	区　　　分

	事業主体名

	事　業　費

	国庫補助金

	課税方式

	仕入れに係る消費税額及び地方消費税額
	国　庫
補助率

	  県
補助率

	消費税等仕入控除税額
	消費税
確　定
未確定
	備　考


	
	
	
	
	
	
	
	
	国庫補助金分
	県補助金分
	
	

	
	
	          円

	          円

	
	          円

	    ％

	    ％

	          円

	        円

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　当該補助金の事業実施主体（消費税法第９条第１項に規定する事業者又は同法第３７条第１項の規定により届出書を提出した事業者が事業主体で
ある場合（地方公共団体又は同法第６０条第４項に規定する人格のない社団等が事業主体であるものを除く。）を含む。）について記載すること。
２　第８条第４項又は第５項の規定により報告し、補助金の返還が伴う場合は、事業主体ごとに内訳を別表で添付すること。　　　　　　　　　
３　「課税方式」欄には、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定時において、消費税法第９条第１項に規定する事業者にあっては「免除」、
同法第３７条第１項の規定により届出書を提出した事業者にあっては「簡易課税」、その他の事業者にあっては「課税」と記載すること。　  

４　「仕入れに係る消費税額及び地方消費税額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する
仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。
５　「消費税等仕入控除税額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。 

６　「消費税確定未確定」欄は、消費税法第９条第１項に規定する場合、同法第３７条第１項の規定により届出書を提出した場合及び消費税及び
地方消費税の確定申告を行った場合には「確定」、それ以外の場合には「未確定」と記載すること。
県要綱第１１号様式（第８条関係）
                                     　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号
                                                         　　　　　年　 月 　日
                    様
                              　　　　　　　　　     　　住　　　　所
                                 　　　　　　　　　  　　補助事業者名
                                 　　　　　　　　　  　　代表者氏名
年度　　　補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書
   　 　年　月　日付け　　第　　　　号で交付決定のあった標記補助金について岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱第８条第５項の規定により、下記のとおり報告します。
記
  １　岐阜県補助金等交付規則第14条の補助金の額の確定額　　    金          円
      （　　年　月　日付け　　第　　号による確定通知額）
  ２　補助金の確定時に減額した消費税等仕入控除税額      　　　 金　　　　　円
  ３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入控除税額
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　    金　　　　　円
  ４　補助金返還相当額（３－２）　　 　　　　　　　　 　　     金          円
（注）別記第１５号様式及びその他参考となる資料（３の金額の内訳等）を添付すること。
県要綱第１２号様式（第９条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                            年度森林・林業対策事業補助金交付請求書
      年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金の交付を受けたいので、下記のとおり請求します。
                                        記
１  事 業 名
２  請求金額
